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地震津波対策等を推進するため、防災・減災、国土強靭化のための３か年
緊急対策や５か年加速化対策の予算を活用し、更なる対策の推進

億円

県土整備部における地震津波対策の取組について

県土整備部の予算

国土強靱化に資する予算
○３か年緊急対策 総額 約332億円
（主な対策）

・道路法面対策、橋梁耐震補強、無電柱化
・河道掘削、堤防強化、砂防施設
・耐震強化岸壁整備など

○５か年加速化対策 総額 約829億円
（追加となった対策）

・高規格道路のミッシングリンク解消
及び４車線化

・インフラ施設の老朽化対策
・住宅・建築物の耐震化
※ 橋梁耐震補強は対象外となる

総額 約１，１６１億円(８年間)
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第１章 基本的な考え方
気候変動に伴い激甚化・頻発化する気象災害や南海トラフ地震等の大規模地震から国民の生命・財産・

暮らしを守り、社会の重要な機能を維持するため、防災・減災、国土強靱化の取組を切れ目なく推進する。
第２章 計画期間

令和８年度から令和１２年度までの５年間
第３章 計画期間内に実施すべき施策（全326施策）

第４章の施策の他、施策の推進に必要な制度整備や環境整備等を推進
第４章 推進が特に必要となる施策（全114施策（234指標））

◎事業規模 今後５年間でおおむね２０兆円強程度

（内容）
Ⅰ 国民の生命と財産を守る防災インフラの整備・管理 ５．８兆円

・流域治水対策（河川、砂防、下水道、海岸）
・大規模地震に備えた河川管理施設等の地震・津波対策
・河川管理施設・砂防施設等の戦略的な維持管理（老朽化対策）

Ⅱ 経済発展の基盤となる交通・通信・エネルギーなどライフラインの強靱化 １０．６兆円
・道路ネットワークの機能強化対策（ミッシングリンク解消及び４車線化）
・橋梁耐震補強 ・道路施設等の老朽化対策
・港湾施設の耐震強化、津波対策 ・住宅・建築物の耐震化 ・下水道施設の耐震化

Ⅲ デジタル等新技術の活用による国土強靱化施策の高度化 ０．３兆円
Ⅳ 災害時における事業継続性確保を始めとした官民連携強化 １．８兆円
Ⅴ 地域における防災力の一層の強化 １．８兆円

第１次国土強靱化実施中期計画（令和７年６月６日閣議決定）

県土整備部における地震津波対策の取組について

技術企画課
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地震津波対策の取組（道路） 道路建設課・道路保全課・高速道対策局

国道２１８号 干支大橋（延岡市）
粘性ダンパー

県土整備部における地震津波対策の取組について

国道２６９号 栄町工区（都城市）

整備後整備前

写真①

写真②

R5.3.25
開通

◆ 東九州自動車道
「清武南～日南北郷」間が
令和5年3月開通

◆ ダブルネットワークとしての
代替機能発揮

都城志布志道路の開通により、大規模災害時の後方支援拠点となる都城市と
沿岸自治体の道路ネットワークが強化

R7.3.23
全線開通

都
城
志
布
志
道
路

東
九
州
自
動
車
道

→「復旧･復興」「医療･救護」「支援物資の輸送」等の安定した支援が可能に

防災道の駅
都城NiQLL（ニクル）
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①高規格道路の整備 ②道路ネットワークの更なる強化

③緊急輸送道路における橋梁の耐震化 ④市街地の緊急輸送道路における無電柱化

L=約44km

志布志港

宮崎港

油津港

都城ＩＣ

宮崎ＩＣ

志布志ＩＣ



港湾・漁港・海岸事業との連携を検討

地震津波対策の取組（河川）
県土整備部における地震津波対策の取組について

河川課

対策①：樋門の無動力化 対策③：堤防の耐震化

・河川への津波遡上が想定される区間の樋門について、
人による操作が不要となるよう無動力ゲートに改造

・対象施設１３２樋門のうち、６８樋門の整備が完了(R7.3月時点)

・レベル１津波に対して堤防の高さを確保するため、堤防の嵩上げや
液状化対策を実施

・対策必要延長 １８.７ｋｍ（R7.3月時点）
・来年度以降、加江田川、清武川の整備を実施予定

対策②：水門等の新設・耐震化

・河川への津波遡上を防ぐため、河口や支川合流部への水門等の新設
や、既存施設の耐震化を実施

・対象施設 ５箇所のうち、２箇所が整備完了（R7.3月時点）

背後地の人口､資産､他事業との調整等を踏まえ、レベル１津波の遡
上により家屋等の浸水被害が想定される河川からハード対策を実施

（１）河川単独で効果が発現できる河川 １８水系

（２）港湾、漁港に流れ込む河川で他事業との連携が必要な河川
・・・ 古江川、内海川、潟上川など １７水系

※（１）については、事業実施中
（２）については、港湾、漁港、海岸事業の進捗を踏まえ今後事業化予定

（３５水系）

・河川整備とあわせて実施する河川
・・・ 耳川、一ツ瀬川、広渡川など ４水系

・地震高潮対策事業で実施する河川
・・・五十鈴川、清武川、加江田川など１４水系

浜川防潮水門の耐震化（R9～予定）

堤防嵩上げ整備イメージ
整備事例：一ツ瀬川

耐震化整備事例：江田川樋門
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整備事例：塩見川

事業実施河川

※ 今後の詳細検討により、対策必要延長が変更となる場合があります。

※ 今後の詳細検討により、対象施設数が変更となる場合があります。



地震津波対策の取組（砂防）
県土整備部における地震津波対策の取組について

砂防課
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竹之内１谷川(砂防) 宮崎市 広原畑地区(急傾斜) 宮崎市 片田第7･8地区(急傾斜) 延岡市

住民参加型避難訓練(対象：市町村)土砂災害防止教室(対象：小中学生) 土砂災害防止講座(対象：地区住民）

◎市町村教育委員会との連携
【R6：27回（1,063人参加）】

◎民間（砂防ボランティア協会）との連携
【R6：24回（780人参加）】

土砂災害の危険性のある区域の指定を推進するための基礎調査を実施し、土砂災害警戒区域等として指定を行い、市町村がハザードマップ等へ反映
・土砂災害警戒区域指定状況 １５，２８９区域（令和７年３月末時点）

◎市町村との連携
【R6：6市町村（368人参加）】

地域にふさわしい防災力の強化

土砂災害防止工事の推進

土砂災害警戒区域等危険箇所の調査・周知



地震津波対策の取組（港湾）
県土整備部における地震津波対策の取組について

港湾課
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重要港湾 細島港

津波避難施設（東）

能登半島地震を教訓に、国、県、市が連携した訓練
を実施！

津波避難施設（西）

余島防波堤
北沖防波堤

南沖防波堤

津波避難施設
（西）

津波避難施設
（東）

１５号岸壁
（耐震）

【凡例】
赤 色 ： 整備済
橙 色 ： 整備中

防波堤の粘り強い構造化により、津波襲来後におけ
る港湾物流機能の確保が可能に！

津波避難施設の整備に
より、利用者の安全を
確保！

１９号岸壁
（耐震）

耐震強化岸壁の整備に
より、災害発生時の緊
急物資輸送が可能に！



県土整備部における地震津波対策の取組について
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一ツ葉地区
避難高台

東地区避難
高台（北）

東地区避難
高台（南）

重要港湾 油津港

津波避難高台の整備

南防波堤

第10岸壁
（耐震）

第7岸壁
（耐震）

西沖防波堤

東(外)防波堤

第10岸壁
（耐震）

延伸中

耐震強化岸壁の整備 防波堤の粘り強い構造化

日向灘を震源とする地震［M7.1、最大震度6弱］
地震発生から2週間後（R6.8.23）に予定どおりクルーズ船を受入れ
1,152名（観光バス27台分）の旅客が訪れ、周辺地域に経済効果をもたらす

耐震強化岸壁の整備

防波堤の
粘り強い構造化

【凡例】
赤 色 ： 整備済
橙 色 ： 整備中

【整備効果】

重要港湾 宮崎港



地震津波対策の取組（都市計画）
都市計画課

県土整備部における地震津波対策の取組について
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(1) 市街地整備による安全性の確保
地震時の物的被害（建物倒壊や火災被害等）や

人的被害の軽減を図るための市街地整備

※東部第二土地区画整理事業（宮崎市）など３地区で実施中

(2) 安全な避難空間の確保
避難場所・避難経路の安全な避難空間を確保するた

めの都市公園や幹線道路の整備

※避難場所：山之口運動公園（都城市）など４箇所で実施中
※避難経路：安賀多通線（延岡市）など１１箇所で実施中

津波避難タワー（日向市財光寺地区）

特定避難困難地域を解消するための
津波避難施設の整備

※７市町２３箇所完成（Ｒ３末,都市局予算）
※延岡市北浦町古江地区など４箇所で実施中

１ 津波避難施設の整備

山之口運動公園（都城市）

２ 安全・安心な生活環境の整備

解 消！

東部第二土地区画整理事業（宮崎市）



津波防災地域づくりに関する法律（H23.12）
基本指針（国土交通大臣）

～将来起こりうる最大クラスの津波災害を防止・軽減～

津波災害警戒区域

（イエローゾーン）
※住民等の生命・身体に危害が生ずる

おそれがある区域で、『警戒避難体制

を特に整備すべき区域』

県

・避難促進施設の指定
社会福祉施設、学校、
医療施設等

・指定避難施設の指定
・管理協定の締結

・地域防災計画の改訂 ・津波ハザードマップの作成

津波避難訓練

スケジュール

国

必要に応じ、津波災害特別警戒区域の検討

津波災害警戒区域図

素案の見直し

市町との協議

住民等への周知

関係市町長への意見聴取

■ 津波災害警戒区域内においては基準水位が表示されます

・下水道機能の継続・早期回復を図るため、下水道ＢＣＰ対策マニュアルを平成21年11月に公表

県･市町村 ・国の公表を受け、平成27年3月までに下水道施設を有する全ての市町村（１７市町村）で策定を完了
・下水道災害における情報伝達訓練を毎年九州・山口ブロックで実施

県

市町村

国

南海トラフ巨大地震の

被害想定の見直し

津波災害警戒区域の指定

津波浸水想定の見直し

津波浸水想定の見直し

県土整備部における地震津波対策の取組について
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３ 地震・津波災害に強いまちづくりの推進

４ 早期復旧のための体制整備（下水道）



地震津波対策の取組（建築物）
県土整備部における地震津波対策の取組について

建築住宅課
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・新･宮崎県地震減災計画において、住宅の耐震化率を（約80％から）90％へ高めることなどにより、
人的被害が 約15,000人から2,700人に軽減できると推計

・住宅の耐震化率を令和７年度末に90％とすることを目標に、市町村と連携して支援事業を実施

南海トラフ地震などによる被災時に、地震後の二次被害に対し
県民の安全を確保するため、応急危険度判定活動を迅速に実施

○応急危険度判定士養成講習会の実施
○連絡訓練の実施
○判定資機材の備蓄 等

※平成28年の熊本地震では、宮崎県から延べ198名を派遣
令和６年の能登半島地震は、宮崎県への判定士派遣要請無

耐震診断

耐震補強計画・設計

耐震補強工事

耐震診断 最大13万６千円補助

①総合支援制度
一般型耐震改修工事

最大115万円補助（工事費の80％）

②安全住宅住替え制度

除却工事 最大34.5万円補助（工事費の23％）
建替工事 最大 38万円補助（工事費の23％）

大地震では、木造住宅の倒壊とともにその下敷きになって多くの人的被害が発生
このため、耐震性が低い可能性が高い『旧耐震基準（昭和56年5月以前）』の木造住宅の耐震性を向上させるため、支援事業を実施

現地調査や図面をもとに耐震性能を評価

耐震診断の結果を踏まえ、弱点を補強し、
耐震性能を高めるための計画・設計を行う。

耐震性を高めるために必要な補強工事や
劣化箇所の補修などを行う。

★耐震改修設計＋工事のパッケージ支援

★耐震性のない住宅からの住替え
を支援

Step１

Step２

Step３

耐震補強の例
・筋交いの追加
・接合金物による補強 など

１ 木造住宅耐震化の支援制度

２ 被災建築物・宅地応急危険度判定体制の整備



南海トラフ対策特別委員会資料

令和７年９月24日

農政水産部

1農政水産部



Ⅰ 農政水産部における地震津波対策の取組について

目次

2農政水産部



重点的に展開する施策

漁業管理課漁港漁場整備室

○漁港及び漁港海岸における地震津波対策の取組

南海トラフ地震の発生確率が高まる中、水産物の流通や生産に重要な拠点漁港の地震・津波対
策が必要であり、また、漁港や海岸保全区域の背後地に住家や事業所等が集中し、甚大な被害が
予想されることから、漁港施設等の強靱化を図る。

Ⅰ 農政水産部における地震津波対策の取組について

水産物の流通や生産に重要な拠点漁港及び漁港海岸
の地震・津波対策を推進

現状と施策の方向性

県北部、県央部、県南部における輸送・復興
支援拠点として、防災拠点漁港の北浦漁港、川
南漁港、都井漁港に耐震強化岸壁を整備済
大堂津漁港ほか、その他拠点となる漁港にお

いても、漁港の安全性の確保及び被害軽減のた
めの防波堤や岸壁の強化による地震・津波対策
を実施

（１）漁港における取組状況

漁港及び漁港海岸における地震・津波対策箇所図

凡例

：事業中

：完成

漁港

漁港海岸
：事業中

3農政水産部

漁業管理課



漁港内への津波の侵入を軽減するため、防波堤の新設や嵩上げ等を実施

防波堤（新設、粘り強い構造化）

【川南漁港】

基礎部分の強化により倒壊を防ぐ

②岸壁の取組事例

－５ｍ岸壁（耐震化）

【大堂津漁港】

地震による岸壁の沈下や倒壊を防ぐため、岸壁の耐震性能の強化を実施

被災後に速やかに
漁業活動が再開可能

4農政水産部

①防波堤の取組事例



①防潮堤における取組事例

【①東浜地区】 【②東浜地区】

津波から背後の人家等を保全するために、防潮堤の整備を実施中

①

②

5農政水産部

漁業の就労者や地域住民等の安全確保のため防潮堤の整備などによる地震・津波対策を土々呂漁港海
岸にて実施中

（２）漁港海岸における取組状況

東浜地区



令和６年８月８日の地震を受け、津波発生時に速やかに避難できるよう、避難誘導サインを設置

避難場所

海外からの観光客にも
わかりやすい避難誘導
サインとした。

60
㎝

青島漁港海岸

②速やかな避難誘導の取組事例

：避難誘導サイン設置箇所

①

【①青島漁港海岸】

避難場所

6農政水産部

400m



農村整備課

○ため池における地震対策の取組

近年、激甚化する集中豪雨等による農地・農業用施設の被害が多発するとともに、南海トラフ巨
大地震の発生も懸念されるなど、自然災害のリスクが高まっている。
このため、持続的な農業生産に向け、災害に備えた防災減災対策に取り組んでいる。

（1）農業用ため池の取組状況

令和２年に制定された「防災重点農業用ため池
に係る防災工事等の推進に関する特別措置法」に
基づき、県内にある農業用ため池６５０箇所のう
ち、４１９箇所を防災重点農業用ため池に指定し、
防災工事等を実施。

令和６年度までに岩渕大池（木城町）他２０か
所を整備済み、籾木池（国富町）他２２か所を整
備中。

この他、ソフト対策として全ての防災重点農業
用ため池で、ハザードマップを作成し市町HPで公
表。

現状と施策の方向性

重点的に展開する施策

中部管内 214

防災重点農業用ため池の分布

防災重点農業用ため池の補強対策工事を計画的に進める
とともに、水位計等の管理施設の設置や現地パトロール等
の管理保全体制を強化

南那珂管内 82

西諸県管内 4

北諸県管内 16

児湯管内 77

東臼杵管内 21

西臼杵管内 5

7農政水産部



（2）堤体の補強の取組事例

地震時の決壊を防ぐため、堤体への盛土及び法面保護等を実施

その他、取水施設、洪水吐等の関連施設の耐震対策を実施

ため池の適正な管理に必要な
技術取得に関する研修・講習会

川島第一ため池の耐震化（延岡市）

講習会の開催

権現新池（宮崎市）

ハザードマップの作成 ため池サポートセンターの設置
定期的なため池監視など保全管理

体制を強化

➀老朽化対策

➁耐震化対策

地盤改良

押え盛土

決壊した場合の迅速かつ安全な
避難に備える

盛土

（3）ため池の管理等の取組事例

8農政水産部



南海トラフ対策特別委員会資料

令和７年９月２４日

環境森林部



○ 本県における災害廃棄物処理対策について

１ 災害廃棄物処理対策の位置づけと災害廃棄物の処理主体 3～4

２ 南海トラフ巨大地震で想定される災害廃棄物処理 5～8

３ 本県の平時からの備え 9～10
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処理状況に応じ

適宜見直し

市町村地域防災計画市町村一般廃棄物処理計画

被災時に災害廃棄物の発生量・処理期間・処理方法等を定め具体的な処理を行うもの

災害廃棄物対策指針（環境省）H26.3策定（H30.3改定）

・災害廃棄物対策に関する基本的な考え方と対策を実施する際に参考となる必要
事項をとりまとめたもの

・市町村等に対する技術的な支援内容、災害廃棄物処理に関する事務の一部を実施
する場合における廃棄物の処理体制、民間事業者等との連携・協力のあり方等に
ついて示したもの

・災害廃棄物の仮置場の設置及び運用方針、生活ごみや避難所ごみ、仮設トイレの
し尿等を含めた処理体制、周辺自治体との連携・協力事項や受援体制等について
示したもの

市町村災害廃棄物処理実行計画

災害対策基本法
S37.7施行

廃棄物の処理及び清掃に関する法律
S46.9施行

宮崎県地域防災計画宮崎県廃棄物処理計画

市町村災害廃棄物処理計画

宮崎県災害廃棄物処理計画

H28.3策定（R3.3改定）

H29.9までに県内全市町村が策定済

被災時に策定

本県における災害廃棄物処理対策について

循環社会推進課１ 災害廃棄物処理対策の位置づけと災害廃棄物の処理主体

環境森林部 3



災害廃棄物は一般廃棄物であり、その処理責任は被災市町村にある。当該市町

村は、災害廃棄物の発生量やその処理能力の有無等の状況に応じ、民間事業者と

の連携や支援市町村等からの協力を得て処理を進める必要がある。

さらに、大量の災害廃棄物が発生する大規模災害時には、事務委託による県処

理や国による処理代行など、県や国が処理主体として重層的な対応を行うことと

なる。 

支援市町村における広域処理

事務委託による県処理

他都道府県における広域処理

国による処理代行

民間事業者との連携

被災
市町村
の処理

災害廃棄物の発生量
小

大

本県における災害廃棄物処理対策について

循環社会推進課１ 災害廃棄物処理対策の位置づけと災害廃棄物の処理主体

環境森林部 4



（１） 災害廃棄物の発生量（推計）

【災害廃棄物】 約1,170万ｔ

【津波堆積物】※2 約 330万ｔ

【仮置場の必要面積】約 250ha

【被害想定】
・津波浸水面積 ：約1万4千ha
・建物の全壊・焼失：約8万棟
・建物の半壊 ：約11万3千棟

（「宮崎県地震・津波及び被害の想定について（県危機管

理局）から）

※１ 環境省「災害廃棄物対策指針・技術資料」を用いて推計

※２ 海底の土砂やヘドロが津波により陸上に打ち上げられ堆

積したもの。陸地に広がる間に多種多様なものを巻き込み、

その組成や性状は様々。

令和５年４月 国（環境省）が災害廃棄物対策指針を改定し災害廃棄物発生量の新た

な推計式を策定

令和７年３月 国（内閣府）が南海トラフ巨大地震の新たな被害想定を公表

〃   ８月 県危機管理局が県としての「津波浸水想定」を更新

※ 今後、建物の全壊･半壊等の被害想定も今年度中に更新予定

① 「宮崎県災害廃棄物処理計画（令和３年３月改定）」における被害想定

推計※1

② 被害想定の見直し
下記に挙げる国による南海トラフ巨大地震の被害想定の見直し等や社会情勢の変

化に対応するため、次年度、宮崎県廃棄物処理計画の全面改定を実施予定

近年の動き

本県における災害廃棄物処理対策について

循環社会推進課２ 南海トラフ巨大地震で想定される災害廃棄物処理

環境森林部 5



① 災害廃棄物処理実行計画の策定

災害廃棄物処理実行計画は、災害廃棄物の処理主体である市町村が、被災後に発生量、

処理期間・方法等を調査・検討し作成するものであるが、南海トラフ巨大地震等の大規

模災害においては、被災市町村全体の災害廃棄物の発生量の推計と、その処理に関する

基本方針を、県の処理実行計画として県内外に示すことが必要となる。

※ 実行計画に盛り込む主な内容

→ 災害廃棄物等の発生量、処理主体、処理目標（期間）、処理方法など

② 二次仮置場の運営

被災市町村が設置する仮置場（一次）の逼迫等の状況に応じ、これとは別に、分別、

中間処理（破砕・選別等）を行う仮設の施設（二次仮置場）が必要となるが、県にその

設置・運営主体としての役割（被災市町村からの委託）が求められると想定される。

（２） 被災時に想定される県の役割

「地方公共団体向け仮
設処理施設の検討の手
引き（環境省環境再
生・資源循環局災害廃
棄物対策室）から抜粋

本県における災害廃棄物処理対策について

循環社会推進課２ 南海トラフ巨大地震で想定される災害廃棄物処理

環境森林部 6



③ 災害廃棄物処理全体の進捗管理、国や他県との支援調整

被災市町村の処理体制や処理の進捗の確認、支援内容の調整を行うことと

なる。

また、災害廃棄物の発生量や廃棄物処理施設の被災等の状況に応じて、国

や他県に対しての支援要請も行う。

（２） 被災時に想定される県の役割

　　：支援調整

　　：人的、技術的支援
県

国、他県
被災市町村

支援可能な

県内市町村

本県における災害廃棄物処理対策について

循環社会推進課２ 南海トラフ巨大地震で想定される災害廃棄物処理

環境森林部 7



県内で処理困難な廃棄
物は、この図の流れとは
別に、被災現場、一次仮
置場、二次仮置場のそれ
ぞれの段階において、県
外への搬出及び県外での
処理（中間処理、資源化、
最終処分）を調整

県外からの人材、資機材等の支援

＜参考＞被災時の災害廃棄物の処理イメージ

出典：災害廃棄物処

理パンフレット

（環境省）に加筆

本県における災害廃棄物処理対策について

循環社会推進課２ 南海トラフ巨大地震で想定される災害廃棄物処理

環境森林部 8



職
員
の
対
応
力
強
化

連携体制の強化

ネットワーク会議の開催

市町村災害廃棄物処理計画の見直し
行動マニュアルの策定

市町村計画の改定支援
災害廃棄物支援
コーディネーターの配置

講習会の開催

図上演習の開催

県内 ７ブロック

仮置場の選定支援

・市町村の体制強化
・市町村間の連携強化
・関係機関間の調整役

（１） 県内の体制強化（災害廃棄物対応・連携強化事業)

関係団体との支援協定

本県における災害廃棄物処理対策について

循環社会推進課３ 本県の平時からの備え

環境森林部 9



被災県

環境省（本省）

支援県（幹事）

有識者、支援団体等

九州地方環境事務所（大規模災害廃棄物対策九州ブロック協議会）

支援県Ａ

被災市町村 支援市町村

支援市町村

九州各県

支援県Ｂ

支援市町村

D.Waste-Net
（災害廃棄物処理支援ネットワーク）

※支援県（幹事）とは、各県が被災県となった場合に支援に向けた連絡調整役を担う県であり、

本県は、熊本県と互いに被災県、支援県（幹事）の関係に設定されている。

（２） 県域を越えた広域連携体制

※D.Waste-Net：災害廃棄物対策を行う自治体を支援するため国がH29年に発足させたネット
ワーク組織。有識者、技術者、自治体関係者、業界団体等で構成。

令和7年7月、熊本県と南海トラフ巨大地震を想定した情報の交換に着手

本県における災害廃棄物処理対策について

循環社会推進課３ 本県の平時からの備え

環境森林部10
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